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本研究は，北海道富良野市を事例として，複数のセクターを対象に，関係アクターがサステイナビリティに関して

抱える諸問題の構造に対する認識を包括的に調査し，今後解決すべき課題やその合意形成の可能性を検討する

ことを目的とするものである．検討に際しては，農業，観光業，商業，ゴミ・リサイクル，社会福祉，メディアに関係す

る地元関係者に対して個別インタビューを実施し．各アクターの認識する問題とその問題構造を把握した．また，明

らかとなった問題構造認識をもとに，今後富良野市が検討すべき課題の抽出，ならびに関係者間の相互期待分析

を行った．その結果，農業および観光業の個別活動の強化に加えて，異セクター間の連携促進，財政収入の強化，

「文化」の育成・活用，連携実現のための機能・人材の育成が重要な課題となること等を示した． 

 
キーワード：地方自治体，サステイナビリティ，問題構造分析，富良野市，インタビュー 

 
 
1. はじめに 

 
近年，地球環境問題は，中央政府のみが責任を負うべき

問題ではなく，一般市民を含めた幅広い関係者が協力し合

うことを通じて，総合的に取り組まれるべき問題だと認識さ

れるようになってきている．特に，基礎自治体の政策が市民

の日常生活に直結し，多大な影響を及ぼすことを鑑みると，

具体的な環境問題解決を目指す上で，基礎自治体は不可

欠な役割を果たしていると言えよう．そのため，各地方自治

体において，環境問題の解決，より幅広くサステイナビリテ

ィの実現を独自に検討することが重要となってきている． 

ところが，サステイナビリティは，それ自体が極めて広範

な概念である．単に現状を持続する（sustain）というだけで

はなく，現状からの何らかの基準に照らした改善が含意さ

れ，世代間の公平性および同一世代内の公平性の実現や，

それを可能とするような，より広範な参加に依拠にした政治

体制などが要求されている．そして，サステイナビリティは

多様な政策セクターにおいて目指すべきとされる，いわば

領域横断的な概念であるが故に，ある地方自治体がどのよ

うな点からサステイナビリティの実現に取り組むべきかは，

一律に決まるものではない．例えば，サステイナビリティの

実現を目指す政策といっても，いわゆる自然環境に関する

論点―土壌汚染，水質汚濁，森林伐採など―のみならず，

経済・産業活動，さらには高齢化社会といった形で，社会生

活を対象とした論点をも包含する．加えて，財政運営や決

定過程，実施・評価体制のあり方などについて，これらの活

動をどのように持続可能な形で形成・運営していくのかも問

われる 1)． 

また，誰が地方自治体におけるこれらの活動に利害関心

を持ち，関与する行為主体，すなわちアクターであるのか

については，サステイナビリティ概念の広範さに対応して広

範なアクターが想定されることになる．さらに，近年は，公的

領域に属する自治体中心の構造に代わり，前述のとおり，

市民社会に属する住民組織や非営利組織（NPO），市場に

属する民間企業などの参加も促されており，多元化が進ん

でいる．同時に，このようなアクターの範囲の拡大は，従来

よりも多様な見解が政策過程において提示される必要のあ

ることを意味する 2). 

したがって，ある基礎自治体において，住民および行政

の関連アクターが，サステイナビリティの実現に向けて認識

している問題は，非常に多岐にわたる．しかし，問題が広範

であり，関係するアクターが多元的であることは，誰がどの

ような問題を認識しているのか，あるいは，それぞれの問題

の関連性はどうなっているのかなどを，十分に把握すること

が困難であることを意味する． 

このように，複雑かつ広範な概念であるがゆえに，サステ



社会技術研究論文集 Vol.6, 124-146, Mar. 2009 

125 

イナビリティをめぐっては，基礎自治体内部においても十分

な意思疎通が行うことは難しい．その結果，整合性の低い，

断片的な政策が形成・執行され易い状況を生み出している
3)．また，サステイナビリティに関する関係アクター間での課

題認識の違いは，政策立案プロセスにおける合意形成を困

難にしているとも考えられる． 

そこで，本研究は，北海道富良野市を対象として，(1)市

内の主要関係アクターが，サステイナビリティに対して認識

している問題構造（問題の原因や，それが他の要因に及ぼ

す影響のあり方など）をインタビューによって把握すること，

(2)今後取り組むべき行政課題を抽出すること，(3)関係アク

ター間相互の期待を分析することによって，それら行政課

題に向けた対策の実現可能性について検討すること，の三

点を目的とする．以上の一連の作業は，富良野市における

サステイナビリティに関連する諸政策の方向性を考えていく

にあたって，重要な知見を提供すると期待できる． 

本論文の構成は，以下のとおりである．2 章では，富良野

市の概略ならびにその発展の経緯を，主要な産業に焦点

を当てながら整理する．3 章では，市内の主要関係アクター

に対するインタビュー調査によって，各アクターの問題構造

についての認識のあり方（以下，問題構造認識とする）を分

析する．次に，4 章では，インタビュー結果をもとに，サステ

イナビリティに関連する将来の政策課題とその実現可能性

を検討する．最後に 5 章では，本研究の成果を総括し，分

析結果から得られる示唆を整理するとともに，本研究の富

良野市に対する貢献と，方法論上の課題を考える． 

 

 

2. 富良野市の概要とその発展の歴史的経緯 
 
2.1. 富良野市の概要 4) 
 北海道富良野市は，上川支庁管内の南部に位置する．北

海道のほぼ中心にあり，総面積は約 600 ㎢，人口は約

24,560 人（2008 年現在）である．東方に大雪山系十勝岳，

西方に夕張山系芦別岳がそびえる一方で，南方には，東

京大学北海道演習林をはじめとする原生林があり，これら

に囲まれた富良野盆地の中心地に位置する． 

富良野市開拓の歴史は，1896 年に富良野原野殖民地区

画の設定が行われ，翌年に福岡県出身の中村千幹らが，

扇山地区に入植したことに始まる．1899 年に，富良野村戸

長役場が現在の上富良野町に設置されたが，1903 年には

富良野村は分村され，現在の富良野市，南富良野町，占冠

村に当たる地域が，下富良野村となった．その後，山部村

の分村（1915 年）や町制への移行（1919 年）を経て周辺町

村と合併し，1966 年に現在の富良野市が誕生している．主

要産業は，開拓以来から続く農業とならんで，スキーと映画

の影響による観光業がその中核となっている．近年では，

同市は，ゴミの減量化と資源のリサイクルに積極的に取り組

んできている．分別を徹底した資源化に努めており，2001

年からは，脱焼却・脱埋立を基本とした「14 種別」収集と資

源化が進められ，道内でも有数の環境モデル都市の先鋭と

なっている． 

 

2.2. 農業の展開 
富良野市の農業の開拓は，移民団体や開拓移民による

経営，それに続く資本家らによる農場経営，および札幌農

学校が山部地区に設置した第８農場，いわゆる学田地経営

が中心となって進められた．一方，山間部の山林は，東京

大学により，演習林などの形で開かれていった．さらに，当

時の皇室も御料林として地区の開発管理に携わったという，

極めて特殊な形態がとられた点も特徴となっている． 

開拓後の 1899 年には，盆地の特性を生かして稲作が始

められた．これを契機に大正期から昭和期にかけて，稲作

の作付地域とその面積が拡大した．現在においても，道内

有数の稲作地帯となっている．他方，畑作は主として開拓

民の食糧とされていた麦類，馬鈴薯などの作付に当初はと

どまっていたが，順次拡大していった．第 1 次世界大戦中

には，投機的な作物として豆の作付が増加し，遠くは欧州

へ向け輸出された歴史もある．加えて，工芸作物としてビー

ト，ホップやアスパラガスなどの作付が，大手資本により進

められていった．また同時期には，畜産や酪農も始められ，

現在に至っている．さらに園芸（野菜）作物として，玉葱の作

付が明治後半より始まった．昭和に入ると，集荷業者の出

現や栽培技術の進歩を背景に，その作付面積を一層拡大

させている．その他，人参や食用ユリの作付が振興されたり，

果樹園が開かれたりした． 

第二次世界大戦後は，食糧増産期を経て，構造改善事

業が 1960 年代に始まり，圃場の整備や機械化が進められ

ていった．1960 年代後半には全国的な米余りが進行し，

1970 年代から現在に至るまで，減反政策，いわゆる生産調

整が行われている．その結果、生産調整を契機とした転作

が進められ，稲作から野菜や果菜類への本格的な作付の

転換が始まった．現在，転作は本作化し，玉葱や人参など

は富良野市における野菜類の作付面積の半数を占めるほ

どである．ホクレンの出荷実績（2004 年度）によれば，富良

野市の出荷量は玉葱が全道で2 位，人参が 1位となってお

り，同市は今や両作物の主要産地である．それ以外の野菜

としては，スイカやメロンの作付も振興されている． 

最近の概況をみると，農家戸数は減少傾向（2008 年で

762 戸）にある一方で，土地集積が進められ，1 戸当たりの

経営面積は拡大している（2005 年で 12ha 弱）．高齢化も進

み，後継者の確保が問題となり，担い手の育成が急務とさ

れている．作付面積は 9,400ha（2007 年）であり，水稲が減

少する一方で，畑作物のうち麦類や野菜（玉葱，人参，スイ

カ，メロン）などが増加し，畑作化が進んでいる．また， 

1970 年代よりワイン用のぶどうの栽培と加工販売（ぶどう果
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汁研究所やワイン工場）やチーズ工房の整備など，農業振

興を目的とした地元産物の活用が進められている．さらに，

「市民農園」の開設や，「農業大学講座」の開催をはじめと

する都市と農村の交流促進，各種農業支援施設の整備な

どが行われている． 

 

2.3. 観光業の展開 
富良野市における観光業の発展は，1950 年に芦別岳の

周辺が道立自然公園に指定されたことを契機としている．

以後，富良野は景勝地としてその自然を観光の資源として

いく．加えて，北海道の「へそ」とも言える中央経緯度観測

標が文化財に指定されたことや，戦前から親しまれていた

北の峰地区のスキー場が，スキーの全道大会や選手権大

会などの開催を通じて全国的な知名度を有するようになっ

たことも, 観光地化を促す要因となった．その後，リフトの設

置などスキー場の環境整備が進み，冬型の観光業が確立

された． 

1970年代に入ると，通年観光地としての様相を呈するよう

になった．市による観光振興策が打ち出され，大手リゾート

開発企業によって，外部資本主導の観光開発が行われた．

同リゾートグループによって，1972 年と 1988 年にそれぞれ

富良野プリンスホテルおよび新富良野プリンスホテルが建

設されている．自然休養村事業も推進され，2.2.で触れたワ

イン工場建設や他の農業振興策と合わせて，観光振興が

行われた．テレビドラマ「北の国から」の舞台となり，長期に

わたる収録活動が行われたことも，通年型観光の確立を強

力に促す要因として作用した． 

市経済部資料によれば，観光客数は，1970 年代半ばに

100 万人台を突破し，1980 年代後半のバブル期には 200

万人台を達成した．2002 年には 250 万人を超え，近年では

200～250 万人台を推移している．月別の推移では，1980

年代までは冬（1～2 月）に集中していた傾向が，1990 年代

以降は夏（7～8月）と冬（12～3月）にピークを迎えるM字型

の構造となっている．海外も含めた道外客数が増加傾向に

あり，客層の変化が見られることや，日帰り客数の増加傾向

が認められることが示唆するように，「通過型」の観光地の

様相を呈していることも，近年の特徴である．今後の方向性

としては，豊かな自然環境を活用し，主要産業である農業と

の連携を通じた観光のあり方が模索されている． 

 

2.4. 商工業の展開 
ここ３０年間の富良野経済圏の範囲と商業の展開，そして

工業の展開について見てみよう．1970 年代半ばにおける

経済圏は，富良野市を中心として，経済圏北部の上富良野

町から南部の占冠村と周辺町村をその範囲としていたが，

吸収力は小さかった．1978 年の段階で上富良野町が旭川

市の影響下に入り，他は富良野市に包摂されている．その

後も富良野市に集中度は増すが，近年の交通事情の改善

などにより，道内各地で見られる傾向と同様に，札幌方面に

包摂されつつある． 

富良野市の商業における大きな転機の一つとして，大型

店の進出を挙げることができる．大型店の「無競合地帯」と

して，長らく地元の商店のみで構成されていたところに，

1971年の大型店の出店を皮切りに，76年，78年と出店が続

いた．これらの地元商店街への影響は計り知れないものと

なった．続いて，86 年および 89 年にも進出が見られ，商店

街の衰退を招くこととなった．その後，コンパクトシティ化の

発想に基づいて中心街の活性化が試みられ，現在に至っ

ているが，このことは既に 1982 年当時の北海道庁による報

告書 5)の中において「買い回り性，中心性の改善強化，回

遊性の高い地域型中心商店街の建設の必要性」として指摘

されており，遅きに失している状況にある． 

他方，工業は，原生林を背景とした木製品製造業や，地

元農産物を利用した食品製造業が，その中核をなしている．

現在に至るまで大きな変化は見られず，素材産業･地場資

源活用型の工業が展開していると言える． 

 
 
3. 富良野市の関係アクターの問題構造認識に関す

る調査 
 
3.1. 調査方法 

本研究では，加藤ら 6),7)の提案する問題構造化手法を用

いることにより，関係アクターの問題構造認識に関する調査

を実施する．調査方法は，現状の把握，仮説の構築，インタ

ビューの実施，の三段階から構成される． 

まず，富良野市の発行する政策文書（年次報告書，各種

計画書など）や，市役所のホームページに記載されている

情報・データを確認し，同市がサステイナビリティの実現・維

持にどのように取り組んでいるのか，その現状を把握した．

同時に，同市の経済・社会生活における重要度および，サ

ステイナビリティとのつながりを鑑みながら，調査対象候補

となる政策セクターを絞り込んでいった．次いで，各セクタ

ーに関係する同市役所職員 8)を対象としたインタビューを

2007年6月に実施し，市の立場から見た現状および問題意

識について情報を得た．これらの作業を通じて，農業，観

光業，ゴミ・リサイクル，社会福祉を調査対象セクターとして

選択した．農業・観光業は，2 章で見たように同市において

重要な産業であり，市場活動のみならず自然環境やエネル

ギー・資源問題などと関連づける必要性が高いため，サス

テイナビリティの多面性をよりよく把握できると判断した．富

良野市が力を入れてきたゴミ・リサイクルへの取り組みも，

資源問題と密接な関係にあるとともに，生活空間の整備とい

う，日常生活の改善に直結しているため，同市におけるサ

ステイナビリティの実現に向けて重要な位置を占めると考え

られた．社会福祉との関係で焦点となるのは，同市におい
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て進行中の高齢化対策である．高齢化は社会生活そのも

のが持続できるかどうかという問題を提示しており，サステイ

ナビリティを実現するためには，不可避の政策課題と言えよ

う．なお，分析の直接の対象とはならないものの，富良野市

全体における政治的文脈を把握するための情報源として，

地元メディアも調査対象に組み込むこととした． 

次に，上で収集された情報をもとにして，富良野市全体

のサステイナビリティの実現・維持に向けた問題構造に着

目し，上記の政策セクターそれぞれにおいて何が問題であ

り，どのような構造になっているのか，その解決に向けた対

策として何が必要であるのか，さらにセクター間の関係はど

うなっているのかといった仮説を構築した．同時に，抽出さ

れた各問題に関係すると思われる，インタビュー対象者とな

りうる主要なアクターの候補を列挙した．その際，農業関係

者，観光関係者，商業関係者などについては，それぞれの

中でも幅広い問題認識の存在が想定されるので，それらを

包含しうる多様なアクターを対象とするために，上記の市役

所職員から得た情報を活用した．次いで，農繁期や観光シ

ーズンなど，候補者が従事する仕事における「季節性」や，

インタビューに費やす時間や労力など，各種制約を考慮し

ながら，インタビュー対象者数の決定と具体的な対象者の

選定を行った．インタビュー対象者についても，富良野市

におけるサステイナビリティの実現・維持に関する問題構造

を，それぞれがどのように認識しているのかについて，仮

説を構築していった．その際，対象者が過去に発表した文

献 9)や，ウェブページ 10), 11)に記載されている情報，あるいは

他の事例研究 12), 13), 14)にて指摘されている論点などを参照し，

各アクターの観点に依拠した問題構造に関する認識を，何

が原因となってどのような問題が生じているのか，各要因は

どのような影響を他の要因にもたらしているのかなど，因果

関係に即して整理した図（以下，問題構造認識図とする）と

して表していく． 

 最後に，インタビュー対象者別の問題構造認識図と，調査

の目的，概要についての説明を，各対象者に事前に送付し，

アポイントメントを取った上で，インタビューを実施した．イン

タビューでは，問題構造認識図の仮説を相手に見せながら

話を進めていった．専門用語の利用は避け，それぞれの対

象者について，「富良野の方々が『豊かで安全な生活を将

来にわたって続けていく』ため」の対策や，その実現の障害

となる問題は何かについて，各自の立場から回答してもらう

形をとり，問題構造認識図で示された仮説が適切であるか，

適切でない場合はどのように修正すべきかを確認していっ

た．その一方で，対象者に対して，行動目的あるいは目標，

行動を制約する要因，他のアクターに期待する事項，の三

点を必ず尋ねるとともに，問題構造認識図で扱われていな

い対策や問題点についての確認を行い，予め示された仮

説に制約されることなく，対象者が見解を提示できるように

配慮した．その他，不明確な点や疑問に思われる点を適宜

質問する．インタビューは多くの場合，1.5～2 時間を費やし

たが，これは問題構造化手法においては標準的な長さと言

える． 

 なお，上記の問題構造化手法を用いる利点として，予め

仮説が提示されることで，対象者がより具体的次元で問題

や対策を語りやすくなることが挙げられる 15)．特に 1 章で見

たような，複雑かつ広範な概念であるサステイナビリティを

扱うにあたっては，このような情報を事前に提示せずにイン

タビューを行えば，対象者が混乱を来す可能性もあることを

鑑みると，その有用性・妥当性は高いと言えよう． 

 インタビューは，第１回は，2007 年 11 月下旬から 12 月上

旬にかけて，第２回目は 2008 年 6 月下旬に行われた．第１

政策セクター 政策セクターの主要な選定理由 対象アクター 実施時期

個人農家

農業委員会関係者

ふらの農業協同組合関係者

個人酪農家 第2回目

ふらの観光協会関係者

旅館組合関係者（ホテル経営者）

大手ホテル支配人

富良野商工会議所関係者

中心市街地活性化協議会関係者

個人レストラン経営者

ゴミ分別の徹底（14種別） 連合町内会関係者

一般ゴミ93%のリサイクル率 ふらの市民環境会議関係者

富良野市役所職員（介護保険課高齢者福祉係所属） 第1回目

民間福祉施設のケア・ワーカー

民間内科医院経営者

メディア 全体の政治的文脈の把握 地元新聞社関係者 第1回目

注：実施時期の第１回目は，2007年11月下旬～12月上旬，第２回目は，2008年6月下旬をそれぞれ指す．

社会福祉
第2回目

高齢化の進展

表-1　インタビュー調査の概要：政策セクターとその選定理由，対象アクター，実施時期

農業と観光業をつなぐ役割を期待されている産業商業 第2回目

ゴミ・リサイクル 第1回目

農業
第1回目

開拓以来の基幹産業

第1回目観光 今後，一層の進展が期待されている産業
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回目は，既述のとおり農業，観光，ゴミ・リサイクル，社会福

祉の４つの政策セクターにおける関係アクターおよび，地

元メディア従事者を対象としている．これらの対象者とのや

りとりを踏まえて，富良野市のサステイナビリティの実現・維

持について考えるにはさらに，商業セクターに関する情報

を入手するとともに，進展する高齢化の現状および，農業

の多面的な展開の一つである酪農と耕作の連携のあり方に

ついて調査することが必要であると判明したため，第１回目

と同様の手続きを踏んで，インタビュー対象者の選定，資

料・情報 16), 17)の収集，問題構造認識図の作成，日程調整を

行い，第２回目のインタビューを実施した． 

なお，選出したセクター，各セクターのインタビュー対象

者となったアクター，ならびにインタビュー実施時期をとりま

とめたものが表-1 である．なお，各インタビュー対象者の問

題構造認識図は，付録に示されるとおりである． 

 

3.2. 農業関係者の問題構造認識 
(1) 個人農家 
 富良野市では，近年，有機・低農薬農法を採用している個

人農家が増えており，当該個人農家も，そのような試みを積

極的に行っている農家の１つである． 

インタビューによれば，この農家がもっとも重視するのは

「やりがい」のある農業の実践である．農業協同組合（以下，

農協とする）を経由せずに，独自の生産・販売活動を通じて，

良質の商品を顧客に提供することを目指している．具体的

には，現実的な有機・低農薬栽培の採用，トラクターの利用

頻度の低減を通じた土壌管理（これは同時に，二酸化炭素

排出量の削減にもつながる），耕畜連携の推進といった試

みによって，高品質化，低コスト化とリサイクルを実現しよう

としている．なお，廃ビニルの処理も，回収業者を通じて適

切に処理しているとの認識であった．農家同士で農業技術

や土壌管理の研究会を開催するなど，情報収集のための

ネットワーク化にも積極的である．顧客開拓はいわゆる「口

コミ」による直売が中心であり，宅配サービスを活用した通

信販売方法を採用している．電話口での顧客との注文のや

りとりなど，営業面で女性が果たす役割も大きい． 

一方で，個人販売が中心とはいえ，一部の作物について

は，農協を通じても出荷されている．そのため，農協の名前

のもとに大量に出荷される商品に対する市場での評価が，

収入面で経営に大きく影響することになる．農協によって形

成される商品価値は，農協を経由せずに出荷している作物

についても同様に影響を与えるため，「富良野ブランド」の

付加価値の維持・向上に向けて，農協に対して，出荷基準

の管理を強く求めている． 

 

(2) 農業協同組合関係者 
 農協は，富良野における地域団体―自治体をまたぐ形で

―として，「地域農業の振興」を目的に掲げ，組合員のみな

らず，地域経済全体を視野に入れて，様々な活動を展開し

ている．したがって，農業が主要産業の一つである富良野

市において，極めて重要なアクターとなっている．個人農

家と比較すると，機械化を通じた大規模経営という北海道の

生産形態に対応した大量出荷システムを運用している点が

特徴であり，個々の組合員の経営支援や，技術支援などを

行っている．放漫経営をもたらしやすいとされる組合員勘定

制度については，廃止する決定を下している．農協自体の

経営の効率化も目指されており，広域合併が行われた． 

 農協も，観光との連携が必要であるとは認識しており，農

業活動において極めて重要な土壌管理と併せて，景観とし

ての農地作りに対して強い意欲を示している．低農薬栽培

の推進にも積極的である一方で，個人農家との関係では，

無農薬・有機農法を行おうとする個人農家の農地から害虫

や雑草が広がり，近隣の農地に被害を及ぼすことを特に懸

念しており，隣接地との調和を維持する農法を行う重要性を

指摘している． 

 

(3) 農業委員会関係者 
 農業委員会は，市の一組織であり，その第一の目的は農

地の保全を行うことである．富良野市においても，高齢化を

原因とする労働力不足が深刻化しており，それに伴って放

棄される耕作地も拡大し，地域全体の農地保全が大きく阻

害されている．しかし，北海道の場合は耕作面積が大きい

こともあり，農地の購入には多大な資金が必要となり，余力

のある農家による放棄耕作地の合併はなかなか困難である．

これに対処すべく，法人化の試みなども見られ，農地の合

同利用方法が模索されている． 

 なお，耕作面積に影響を及ぼす中央政府による農業政策

として，2007 年から導入された品目横断的経営安定対策の

動向が挙げられている．同対策は，指定作物に対する補助

について，一定の耕作面積以上を有する農家を対象とする

形に切り替え，大規模農業化を進めるものとされている．し

かし，現状では制度がまだ固まっておらず，不安定な状態

で経営を行うことを強要されていると感じている農家が多い

との指摘がなされた． 

 また，農協の広域合併について，人員削減を伴うものであ

ったため，人材が不足するようになり，かつてほどには組合

員に対して技術支援を行えなくなっているとの見解を示し

ていた．実際，農家にとっては，種子・堆肥の業者から得る

情報が果たす役割が大きいという． 

 

(4) 個人酪農家 
 酪農家にとっては，乳牛の管理のみならず，飼料の確保

が重要であり，当該個人酪農家の場合は，連作障害を回避

しながら，地形に応じた粗飼料の作付を行っている．なお，

粗飼料は自給が 100％可能となっているが，それだけでは

生産活動には不十分であり，穀類は輸入する必要が生じる．
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近年のバイオエタノール需要，穀物への投機の加熱など，

世界経済の動向から飼料穀物価格が急上昇する一方で，

乳価への反映はワンテンポ遅れることから，経営が厳しくな

ることが予想されている．しかし，為替の動向次第では輸入

品への競争力も向上する可能性があるなど，国際的な影響

力がどう作用するのかは流動的である．今後の対策として

は，肥料投入量の減少による牧草の収穫量の低減を通じて，

乳量の減少と乳価の増大を図ることが考えられている． 

 北海道において，牛乳は一元集荷・多元販売が行われて

おり，ホクレンを通じて集乳され，各乳料メーカー経由で消

費者のもとに届くことになる．基本的に合乳であり，個別の

品質にこだわる意味がなくなってしまうため，もし高品質の

商品を提供しようとするならば，個別にプラントを持つ必要

が出てくる．このように，「ふらの牛乳」が全国レベルでは展

開せず，また，地元の商業セクターとの交流もない一方で，

「富良野」というブランドが持つイメージは大きく，富良野の

名を冠する商品がメーカーから全国規模で出されることに

なる． 

 経営面では，土地単価が高いため，採算性を考慮して，

デントコーンの作付や耕種農家との耕畜連携を図っている．

特に，たまねぎとデントコーンの耕作圃場の入れ替えは酪

農家・耕種農家双方にとってメリットがあるため，2～3 年で

の交換分合，作業受委託の形で進められている．同時に，

効率的な経営のためには土地を集積化させる必要性が認

められている． 

 

3.3. 観光業関係者の問題構造認識 
(1) 観光協会関係者 

観光協会は，各種の施策事業の実施を通じて「富良野の

観光振興・発展」に寄与することを目的としている． 

富良野の観光は，国体の実施を契機とした，大手リゾート

開発企業および同グループホテル会社が主導する「スキー

のまち」形成から始まり，その後，テレビドラマ「北の国から」

によって全国的に注目を集めたという点で，かなり外生的な

要因によって発展してきた経緯がある．しかし，国内スキー

人口の減少，「北の国から」ブームの沈着化という動きを前

に，今後は主体的に観光政策を展開する必要性が強く認

識されている． 

近年増加しつつある外国人観光客への対応や，旭山動

物園ブームを背景とする広域連携の模索，夏は通過型，冬

は滞在型という観光客の季節性に対応したサービスの提供

などが，当面対処すべき課題として挙げられた．なお，経済

的効果の大きさから，特に夏場の滞在客を増やすとともに，

観光客が，7～8 月（ラベンダーの季節）と 12～3 月（スキー

の季節）に集中する状態から，年間を通じて均等に訪れる

状態に転換できるような，サービスの内容と提供方法を模

索している． 

具体的対策としては，例えば，外国人観光客との交流と

地域のイベントを組み合わせた「国際観光地づくり事業」が

実施されたこともある．総合的な対策を考える上では，農業

セクター（グリーン・ツーリズム，体験学習など）や商業セク

ター（観光名所形成と合わせた商品開発など）との連携の

必要性も認識されているが，単発的なものにとどまり，本格

的な動きはこれからというのが現状である． 

 

(2) 旅館組合関係者（ホテル経営者） 
 富良野市の宿泊施設は，大手リゾート開発企業のホテル

に代表される大規模ホテルと，小規模なホテル・ペンショ

ン・旅館に二分化されており，顧客の棲み分けができてい

る．インタビュー対象者が属する組合は，後者の小規模宿

泊施設経営者を構成員とするものである． 

多くの小規模宿泊施設の抱える問題として，設備が老朽

化し，現在の顧客のニーズ（洋室，ベッド，ユニットバス完備

など）と乖離していることが挙げられる．しかも，経営者も高

齢化しているために改築が進まず，これらの施設の稼働率

は極めて低くなっているのが現状である． 

一方，富良野は，特に沖縄を仮想敵とする全国的な観光

市場の競争にさらされており，個別宿泊施設に向けられる

コスト削減圧力は極めて大きい．施設の建設・維持に関わる

固定費用は全国的に差が生じないため，利益幅を圧縮す

る形で安価な価格設定をせざるを得ないのが実情である．

このような状態を脱却する方法として，高齢化に向けたサー

ビスの充実という形で，富良野市に付加価値をつけることが

考えられている．特に，旭川に近く，比較的医療設備が整

っていることから，高齢者が安心して訪れることのできる観

光地として，さらなる体制整備を進めることが重要であるとさ

れる． 

 

(3) 大手ホテル支配人 
インタビュー対象となった大手ホテルは，全国規模のリゾ

ート開発企業グループに属し，富良野市の宿泊施設にお

ける中心的存在である．「顧客が満足するサービスの提供」

を目指して，新館の建設，温泉の掘削など，施設のリノベー

ションを継続的に行っており，集客力に問題はないとされる．

スキー客の宿泊地としてスキー場に隣接して設立されてい

るが，スキー施設が十分に稼働するためには，ホテルの宿

泊客のみでは不十分であり，近隣の小規模ホテル・旅館の

稼働率の向上を強く求めている． 

 地元経済との関係であるが，観光協会や商工会議所に参

加しており，また，農協からの地元産品の仕入れや，地元

業者への印刷物の発注，地元の人材の雇用などを通じて，

継続的な協力関係を結んでいる．冬場のスキー客が北の

峰地区近辺にとどまり，市街地まで足を伸ばさないことから，

滞在客に当該ホテルもくしは市の中心部に位置する提携レ

ストランでの食事利用に使える「お食事券」を配布して（経

費はホテルが負担する形で），市中心部の活性化に貢献し
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ようとしたこともあった． 

  

3.4. 商業関係者の問題構造認識 
(1) 商工会議所関係者 
 商工会議所は，会員に各種情報を提供し，事業者へ便宜

を図っているが，今後は，地域経済を主導する役割を担う

必要があるとされている．同会議所の会頭は市の行政財政

改革活動におけるメンバーでもあり，商工会議所側は，市と

良好な関係にあると認識している．その一方で，市の動き

が遅いとも感じており，陳情などを通じて市への働きかけを

進めるとともに，下で見るショッピングモール事業のように，

自前での活動も展開しようとしている．但し，市・会議所とも

財政難に苦しんでおり，中央からの補助金事業の戦略的活

用が目指されている． 

 農業と観光業を両輪とする富良野経済において，両者を

つなぐことが商業の担うべき役割であるとされる．農業との

関係では，「地域資源」の活用がキーワードとなることが予

想され，農産物加工における農協との連携にも着手してい

る．観光業との関係では，観光客向け商品の開発が主眼と

なるが，地元食品加工品が大半を占めている．富良野ブラ

ンドのインパクトの大きさを認識していることもあり，地元の

原材料を用いた製品の量産体制および販売網の構築が今

後の課題となっている．なお，観光協会と商工会議所のメン

バーは重なっている部分が多い． 

 商工業においても後継者問題は深刻であり，50％近くの

店で後継者が確保されておらず，廃業が進んでいる．その

結果，客足も遠のき，新たな投資もなされず，商店街が寂

れるという悪循環に陥っている．その対策のためにも，郊外

型店舗を展開して客足を引き込んでいる域外資本との共生

が課題となるが，域外資本が商工会議所のメンバーに入っ

ていないため，協議が困難となっている． 

 

(2) 中心市街地活性化協議会関係者 
 上で見たように，北海道の地方都市の例に漏れず，郊外

型チェーン店の進出など外部との競争にさらされ，シャッタ

ー街の形成が見られる富良野市において，市中心部の活

性化は商業関係者に共通する課題である．また，「富良野

の自然」を求める観光客は，市の中心部にまで足を伸ばす

ことが少ないため，観光地としてのさらなる発展を目指すた

めにも，中心部において魅力ある商業活動を展開すること

が求められている．これらの課題・目的に対処するために

組織されたのが，中心市街地活性化協議会である． 

 行政主導の駅前の再開発事業が硬直的な内容だったこと

を反省して，現在は，商工会議所を中心とする民間サイドで，

旧協会病院跡地の利用計画を進めている．その軸となるの

がショッピングモールであり，都市と農村双方の魅力を併せ

持つ「ルーバン・フラノ」をキャッチフレーズに，道の駅にと

どまらない，食文化を活用した空間作りを目指している．同

時に，国道３８号線，JR駅前，市街地への人の流れを作るこ

とを通じて，観光客のみならず，地元民にも活用される空間

を作ろうと意図している．そのためには，JR 駅に情報提供

機能を持たせることも必要となってくる． 

 モールが持続的に展開できるように，農協との協力関係

の構築や，小規模ロットでの販路の構築，レストランや大手

ホテルとの連携強化などが考えられている．同時に，事業

設計の段階から地域主体で進めるために，地元のコンサル

タントの雇用を試みている． 

 

(3) 個人レストラン経営者 
 富良野市の外食産業の特徴として，顧客が観光客と地元

住民とに分かれていることが挙げられる．高額なサービス

への対価を支払う用意がある観光客向けのレストランが増

大する中，地元民が日常的に利用できる安価な店が圧迫さ

れることも懸念されている．インタビュー対象者の店では，

夏場に観光客，冬場に地元民が多く利用しているが，メニュ

ーを二分化する形は取らず，価格によってそれぞれのニー

ズに対応しようとしている．女性雑誌による宣伝効果が大き

く，それ以外にも，ネットや口コミを通じた情報の広がりによ

り，顧客が訪れていることが分かる． 

 富良野に開業した理由は，夏場・冬場ともに顧客が見込

める点にあるという．地元の良質な食材を用いたメニューを

提供するため，個別に農家・漁家と交渉して仕入れを行っ

ている．観光協会との関係であるが，協会の方から紹介さ

れた客がくるといった形で接点はあるものの，インタビュー

対象者のような外部からの新規参入者と協会の連携は，必

ずしも十分ではないと考えている． 

 富良野市の今後の方向性については，田舎という価値を

認め，文化の創造を通じた「富良野ブランド」の維持を図る

ことを提唱している．そのために，外部チェーン店の流入や

外国人を対象とした無秩序な土地開発に規制を課すといっ

た形で，行政が役割を果たすことを期待している． 

 

3.5. ゴミ・リサイクル関係者の問題構造認識 
(1) 町内会関係者 
 富良野市のリサイクル活動の根幹を支えるのは，収集場

に出されるゴミの分別状況をコントロールする，町内会によ

る日々の活動である．市の研修を受けたり，ゴミ袋に名前を

書いたり，担当者が収集場に立ち会って監視したりと，それ

ぞれの町内会が工夫を凝らして分別の徹底・維持に努めて

いるが，分別を行っても当初期待されたようなゴミの削減に

はつながっていないことが指摘された．また，消費者が理

解しにくい商品が多く出されていることもあり，プラスチック

ゴミの分別に混乱が見られることもあった．その結果，処理

施設を共有する近隣地域から，富良野市のゴミの分別が杜

撰であり，処理作業に支障を来しているとの苦情が出され，

住民の再教育が図られるなど，分別の徹底・維持が容易で
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はないことも指摘されている． 

同時に，分別の規制強化を強めれば住民サイドからの不

法投棄が増大することも指摘され，観光客による不法投棄と

ともに，対応が求められている．その他，農業で用いられた

後の大量の廃ビニルが，「野焼き」の形で処理されているこ

とが問題として指摘された． 

 

(2) ふらの市民環境会議関係者 
 ふらの市民環境会議は，2003 年1 月に，富良野市環境基

本計画に基づき，同市全体の環境保全・創造に向けて，市

民・事業者・各種団体が幅広く連携して対応するために設

置された組織であり，環境保全事業やイベントの開催など

に取り組んでいる． 

市民への働きかけにおいては，継続的な活動を展開す

るために，「犯人捜し」を行わず，「ともに楽しく学びながら

行動に移す」ことが強調されている．具体的には，不法投棄

の現場視察や，小学校教育などとも連携した「環境展」の開

催などを通じて，広く市民が富良野市の環境の現状を理解

し，今後の対策を考える契機を提供している．ゴミ・リサイク

ル処理に関わる負担のルールをいかに設定するのかにつ

いて，市民の間で話し合う必要があるとの見解を示しており，

市の政策のあり方を問い直している． 

なお，他のセクターにおける動きに対しては，町内関係

者と同様に，観光客による不法投棄が多いことや，農家が

廃ビニルを「野焼き」してしまうことが問題であると指摘して

いる． 

 

3.6. 社会福祉 
(1) 市役所担当部局職員 
 高齢者人口の増大を反映して，福祉のニーズが質的な多

様化と量的な増大を見せているのに対して，（過去の箱物

中心の政策の影響もあり）財政状況が悪化していることから，

富良野市が提供できるサービスは縮小されており，市民の

ニーズとの間に乖離が生じていることが指摘された．農業

関係者などが同市を活性化させる案の一つとして提唱する

中高年層の移住促進は，社会福祉利用者の増大を意味す

るため，財政面からはむしろマイナスに作用するのではな

いかと懸念されている． 

高齢者住民の現状を把握するためには，民生委員による

年一度の訪問調査が大きな役割を果たしている．家の前の

雪かきをする，ゴミ出しの便宜を図るといった高齢者への日

常的なフォローアップは，町内会など地域ネットワークに依

存する面が大きい．NPO やボランティアの活動にも期待が

寄せられているが，停滞する経済状況などを背景に，担い

手となる余裕を享受する人口が少ないのが実情である．中

心の都市部と，それをとりまく広大な農村地帯という二重構

造下では，行政サービスを効率的に供給することは難しい

にもかかわらず，高齢者が農村部から中心部への移住を嫌

うため，今後いかに都市のコンパクト化を進めるのかが課題

となっている． 

 

(2) 民間福祉施設のケア・ワーカー 
 福祉の現場での課題としては，増加しつつある一人暮ら

しの老人への対応が挙げられ，行政や専門家の提供する

サービスを超えた，横のネットワーク作りが求められている．

その際，公民館などの活動場所はあるが，組織化を担うボ

ランティアやコーディネーターが不足しており，その育成が

急務となっている．北海道開発局の協力を得て除雪した河

川沿いを歩く「フットパス」への参加を通じて，交友関係も拡

大したという例があるので，健康サービスや観光サービスを

組み合わせて，観光業の振興のみならず，そこに住む人々

の生活の充実も図れるのではないかとの期待もある． 

 根本的には，コミュニティの活性化が求められているが，

現状においては，若者の就職機会の少なさ，労働条件の

悪化，子どもの減少に伴う行事を通じた交流機会の喪失，

核家族化の進展など，むしろ地域の紐帯を弱体化させる動

きが見られる．長期的な視点で今後の対策を考えていくに

は，現役世代が地域作りに参加することが求められている． 

 

(3) 民間内科医院経営者 
 当該医院は，地域を背負っているという意識のもとに，地

域住民を対象とした経営を行っている．富良野市の高齢化

が進展しているのは事実であるが，後期高齢者については

人口の約 15％となっており，他の地域と比してそれほど深

刻ではないと認識している．インタビュー対象の医院の患

者は，生活習慣病患者・高齢者（その3分の1は65歳以上）

が中心となっている． 

市全体の医療体制においては，病院間の棲み分けが進

んでおり，重度の患者や専門外の患者は，旭川の高次医

療機関へ搬送している．救急も，1次は医師会を通じて輪番

で行い，2 次は協会病院で担当するという形で，棲み分け

を行っている．学術講演会や協会病院での症例検討会な

ど，医療情報へのアクセスを提供する支援も進んでいる． 

 介護分野との関係では，市側からの協力要請を受けて，

月2 回の頻度で介護認定にも携わっている．往診を行うこと

もあり，その場合は重複処置を防ぐため，訪問看護師の日

誌から受診情報を確認している．近年の動きとしては，（福

祉制度の改定を背景とする混乱による）受診抑制の増加や，

（特に農村部での）高齢者の増加が見られている．医療サ

ービスへのアクセスがない患者の対応が問題となるが，医

師側から働きかけることはなく，医療関係者間の連絡網を

通じて情報が入ることになる． 

医療従事者の目からは，富良野市は医療設備面では問

題がないと思われるが，市民側には危機感があり，両者の

認識のギャップが指摘されている．市への要望として，救急

体制の確保を充実し，担当医療機関の負担を軽減させるこ
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とが挙げられている． 

 

 

4. 富良野市の将来課題および関係アクター間関係

に関する分析 
 
4.1. 富良野市の検討課題の抽出 
(1) イシュー抽出の流れ  

まず，インタビューによって得られた情報をもとに，ファク

ター（ヒアリング対象者にとって重要な事柄）と，ドライバー

（今後生じるであろう外的要因の変化）を列挙した．次に，こ

れらを組み合わせて，今後検討すべきイシュー（課題）は何

であるのかを分析し，抽出していった． 

インタビュー対象者にとって重要な事柄としては，環境へ

の負荷の軽減，富良野ブランドの活用，地域経済の振興，

安心・安全な生活，有効で効率的な行政資源の配分，地域

文化の育成，生きがい・学びの奨励といったことが，インタ

ビューを通じて明らかになった．一方，今後生じるであろう

外的要因の変化としては，外国人観光客の増加，競争の激

化，高齢化の一層の進展，環境意識の隆盛，財政の赤字化

とその増大，通信・流通技術の向上，消費者の嗜好の変化，

「北の国から」ブームのかげり，国内スキー人口の減少など

が考えられる． 

これらを踏まえて，富良野市の市民が，豊かで安全な生

活を将来にわたって続けていくために，今後検討すべきイ

シューについての分析を行った．その際，広範かつ複雑な

サステイナビリティ概念を扱う本研究においては，分析を進

める際には，メンバーの専門領域 18)を超えて論点が広がる

ことが想定されたため，これらの論点をめぐる専門的な知見

を補うために，北海道農業に明るく，各地の農業－観光業

連携の事例に通じた専門家や，社会福祉の動向に詳しい

専門家，各地のまちづくりの事例研究を行っている専門家

などを参加者に加えたワークショップ（2008 年 1 月 9 日，東

京大学にて）を開催した．その成果を踏まえて，第１回目の

インタビュー対象者と市役所関係者を対象としたワークショ

ップ（2008年1月25日，富良野市にて）を行い，進捗報告も

兼ねて研究で得た知見を富良野市へフィードバックをする

とともに，研究の方向性を確認し，同年 6 月に行った第２回

目のインタビューにつなげた．同年 7 月には，全国的な観

光業界の動向における北海道・富良野市の位置づけを確

認するために，観光実務家である JTB 関係者とのインフォ

ーマルなミーティングを追加的に行い，分析に反映させた．

研究全体をとりまとめる段階では，公共経済・地域医療を専

門とする研究者も加えて研究会（2008 年8 月31 日，東京大

学にて）を開催し，第２回目のインタビューの分析の総括お

よび抽出した全イシューの最終的な確認を行った． 

 

 

(2) イシュー抽出の際の基本的な視点 
 どのようにイシューを抽出するのかであるが，まず潜在的

なリスクの存在を認識し，次いでそのリスクをヘッジする対

策を考えることを，基本的な方向性とした． 

 潜在的なリスクの措定は，上の(1)で挙げたインタビュー対

象者にとって重要な事柄を実現・維持しようとする場合に，

どのような問題が生じうるのかについて，特に，今後生じる

外的環境の変化が及ぼす影響を考慮する形で行った．例

えば，農業分野における国際的な競争の激化は安価な輸

入農産物の流通の増大を招き，地元農産物を市場から駆

逐してしまう結果，農業を通じて地域経済の振興を目指そう

とする際に大きな制約になると予想される．この時，国際競

争の激化，あるいは国際化の進展は，潜在的なリスクとして

存在していることが分かる．このリスクを回避する対応策とし

ては，農業経営の基盤強化，輸入品との差異化を目指した

商品開発，地産地消を促すような経営の多角化，その手段

としての観光業や商業との連携などが考えられる．  

このような作業の結果，国際化の進展，中央の政策のブ

レ，消費者の嗜好の変化などに代表される農業の置かれた

流動的な環境，国内スキー人口の減少，「北の国から」ブー

ムの沈静化，中心市街地の空洞化の加速化，高齢化の進

展およびその結果としての後継者の不足，が潜在的なリス

クとして挙げられた．これらのリスクをヘッジするためには，

創意工夫を通じて既存資源の有効活用を図ることが第一で

あるとして，「富良野ブランド」の価値を一層向上させるとと

もに，各産業活動における経営の多角化が戦略の中核を

なすと考えられるに至った． 

表-2 は，以上の検討作業を踏まえて抽出されたイシュー

群をまとめたものである．既存資源の有効活用に向けた経

営の多角化を目指すことを反映して，2 産業間および農業

―観光業―商業間の「連携」がキーワードとなったが，それ

以外にも，連携の前提となる「個別産業活動の強化」，行

政・民間を問わず諸般の活動を支える「財政収入の強化」，

生活の質的側面にも目を向け，産業振興にもつなげていく

「『文化』の育成・活用」，そして創意工夫の実践において一

番重要な資源である「連携を推進する機能・人材の育成」が

挙げられた． 

 

4.2. 関係アクター間の相互期待に関わる分析 
今後の検討イシューを抽出する一方で，それらのイシュ

ーにどのように取り組むのかを考える必要がある．「連携」

がキーワードに浮上したことが示すように，サステイナビリテ

ィの実現には領域横断的な対応が求められる以上，関係ア

クターがあるイシューについて他者をどのように認識してい

るのかを明らかにすることが必要となる．また，このような作

業は実行可能性のある取り組みを提示する上でも重要であ

る．そこで，まず，インタビューを通じて得られた各アクター

の問題構造認識図をもとに，それぞれの目標，競争相手，
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空間認識，時間認識，認識している外的条件を整理した．

次いで，関係アクター間の相互期待について分析を行い，

サステイナビリティの実現に向けての促進要因（例えば，協

力関係の構築）および制約要因（例えば，対立関係の惹

起）の把握を目指した． 

以下，4.１.で示された今後の検討イシュー―産業間の連

携，個別産業活動の強化，財政収入の強化，「文化」の育

成・活用，連携を推進する機能・人材の育成―を中心に，

関係アクター間の相互期待に関する分析結果を示す． 

 まず，農業と観光業の関係については，富良野の「経済

の両輪」であるとされるにもかかわらず，両者が有機的に連

携している例は稀である．農業サイドは，例えば，農業体験

学習を行いたいという顧客の要望に応えるのも結局は農協

であったというように，観光業との連携推進にまつわる大半

の活動を担っているとの自己認識を有している．そのため，

観光業がより自発的な活動を展開するとともに，地元農産

物品の活用を推進することを期待している．観光業サイドは，

農業体験型サービスの受け入れなど，農業サイドからの協

力を一層期待する一方で，域外へ大量出荷するシステムを

持つ農業の販売方法に対して，地元産品を市内の観光産

業に流通させることを要求している． 

農業・観光業従事者ともに，「富良野ブランド」の構成要

Ⅰ．個別産業活動の強化

①農業経営基盤の強化

例：農牧地の集積化：経営の効率化の推進，地域全体の農牧地保全の進展

②観光業における基礎的インフラの整備・改善

例：老朽化した施設の整理・更新：観光客のニーズに合致した，適正価格でのサービス提供，市全体における宿泊施設の
稼働率の向上，適正規模での宿泊施設の運用・過当競争の回避

例：バリアフリー化の推進（←Ⅴとも関係）：高齢者のニーズへの対応，誰にとっても快適な空間の提供

Ⅱ．二産業間の連携の推進

①農業―観光業連携の推進

例：農村の女性を活用した農業―観光業連携：経営の多角化に寄与（大規模・大量生産以外の形態），女性の経済的な
自律を促進（自分で決定する）
例：リタイアメント者を担い手とした農業―観光業連携：一昔前の農耕機械の利用（体験型に最適），収益はあまり問題に
ならない（生計維持が目的ではない），小規模経営の可能性（資金・耕作面積）

②観光業―ゴミ・リサイクル分野の連携の推進

例：観光商品としてのリサイクル施設ツアーの実施：専門家の目から見ても充実した設備・体制の活用，「環境先進都市」と
しての名声の国際的活用，生活に根差した「リサイクル文化」の育成→発信（←Ⅴとも関係），施設見学への料金徴収（←
Ⅳとも関係）

③観光業―健康福祉事業との連携の推進

例：健康ツアーの開催：北海道の「自然」と「健康」を売りにした高齢者向けサービスの提供，地元の高齢者の「横のネット
ワーク化」との連動

④教育と各産業セクターとの連携の推進

例：食育＝農業のあり方を理解することによって，富良野を知る：富良野市内の学校教育における活用（市民を育てる），教
育資産として，観光業と連携した形での活用，富良野の「文化」の育成・発信（←Ⅴとも関係）

Ⅲ．産業横断的な連携の推進

農業―観光業―商業の連携の推進

例：地産地消の推進：レストラン等における地元産品の提供と広報活動の充実，食品加工業との提携・商品開発，観光客
向け商品開発・量産体制・販路整備
例：中心市街地活性化事業の活用：具体的な活動（旧協会病院跡地の利用計画など）を通じた，協議の経験，連携の実
績づくり，枠組みの形成

Ⅳ．財政収入の強化

例：環境維持のための資金調達＝入場料・税の徴収：市街地中心部に駐車場設置，観光スポット・体験スポットの開拓
（→パス制度を導入し，複数のスポットをカバー）

例：有料リサイクル施設ツアーの開拓（←Ⅱ―②とも関連）

Ⅴ．「文化」の育成・活用

例：「富良野ホスピタリティ」の提供：富良野の人々にとって住みやすい＝観光客にとって滞在しやすい，医療体制の充
実，バリアフリー化，清潔な街並み，自然との共存　など→等身大のサービス＝満足してもらえるサービス，無理な投資を
する必要がなく，持続可能
例：長期滞在型観光客を惹きつける商品の開発：陶芸，音楽，演劇の育成・活用，富良野の個性を生かした食文化を提供
するレストラン　など

例：「環境先進都市」の名声の維持・活用（←Ⅱ―②とも関連）

例：食育の推進（←Ⅱ―④とも関連）

Ⅵ．連携を推進する機能・人材の育成

例：コーディネーター機能の育成（産業間連携，高齢者のネットワーク化など）：アレンジの手間・ロジを行う人材の提供，
全体の戦略・方向性を考えるリーダーシップの提供

例：具体的な活動・協議の場の設定・提供：中心市街地活性化協議会による自律的な活動の展開

表-2 分析から抽出された富良野市において今後検討すべきイシュー群 
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素として重要な位置を占める「景観」維持の観点から，農業

活動が観光業活動と不可分な関係にあると認識している．

また，農業体験型観光サービスの提供，地元産品の活用，

富良野ブランドの活用などの点で，両業界が連携すること

のメリットがあるという点でも共通の認識を持っており，情報

の共有や相互の役割を調整するための仲介者を欲してい

る．富良野市にその役割を期待する声も大きいが，NPO な

どの活用も提案されている．但し，具体的な NPO が念頭に

あるわけではない模様である．連携を担う人材面を自分た

ちでどう育成・調達するのかについては，その金銭的・時間

的負担の大きさや，異なる見解を調整する技術を獲得する

難しさなどから，農業・観光業の両セクターにおいて，今後

の課題となっている． 

商業サイドは，農業と観光を連携させる形で，中心部の

活性化に向けた協力体制を構築したいと考えている．すな

わち，商工会議所はショッピングモールを建設して観光客

を含む人の流れを中心部まで作り出し，その誘因となる商

品を農業サイドから提供してもらうとともに，地元産品を用い

た商品開発を進め，安定した集客能力の構築を目指す考

えである．但し，商業―農業―観光業をつなぐネットワーク

の範囲は狭く，ネットワーク自体もアドホックに形成されたも

のであり，連携を支える制度的な枠組みは確立されていな

い状態である． 

レストラン産業にとっても，良質の食材を提供する農家や，

観光客への情報提供活動を行う観光協会との連携は重要

である．しかし，商工会議所が「ルーバン・フラノ」を掲げる

のに対し，レストラン経営者が「田舎」ならではの文化の育

成を主張するように，「富良野ブランド」の中身については，

方向性が分かれていることも伺える． 

高齢化は，農業，観光業，商業いずれにおいても，経営

活動を阻害する労働力の低下を招く要因として認識されて

いる．これらの政策セクター関係者から，高齢化に関するサ

ービスについて，社会福祉関係セクターに直接具体的な期

待が示されることはなかった．反対に，社会福祉セクター関

係者からは，市民が安全に暮らすためには，自らの活動が

重要であるとの認識が示されている．また，高齢者を顧客と

見なして，医療サービスを観光サービスに連携させる形で，

高齢者―富良野市民・観光客ともに―が健康で充実した生

活が送れるような体制を作ることも期待されている．その一

方で，高齢化の進展によって，これらの連携を通じた体制

作りを担う人材が先細りしているとの危機感も示され，いわ

ゆる現役世代の一層の動員を求める声もあった． 

ゴミ・リサイクルに関する活動については，市民が快適な

生活環境を享受するためのいわば与件として，他の政策セ

クター関係者に認識されている模様である．観光業の観点

からは，市民が住みやすい街は観光客にとっても訪問しや

すく，滞在しやすい街であるとして，現在のクリーンなイメー

ジが保持されることが期待されていると言えよう．このような

生活文化に関するイメージは，農産物の付加価値も高める

こととなる．一方，ゴミ・リサイクル活動に関わるアクターから

は，快適な生活環境を支える日常の分別活動において，高

齢者に便宜を図ることが求められている．加えて，観光客に

よる不法投棄問題に見られるように，現在のレベルを維持

するためには，観光業からの協力が求められているのも事

実である．また，すでに見たように，農業サイドに対しては，

廃ビニルの適正な処理を求めている． 

市に対しては，農業サイドからは，「本来の範囲外の業

務」を減らし，農協への依存を減らすように要求している．

観光業からは，市政において農業が大きな発言力を享受し

ているのに対して，観光業はその経済規模に比して冷遇さ

れているとして，相応の財政的な配慮を求める声もあった．

具体的な観光業振興政策としては，バリアフリー化や医療

体制の整備なども期待している．両産業とも，お互いを仲介

する役割を市に期待している点は，上述のとおりである． 

これに対して，市の活動の制約要因である財政問題を改

善するには，経済活動の振興が不可欠であり，市の認識と

しては，農業による財政の貢献は評価する一方で，観光業

からは一層の貢献を期待している．また，市の人口減少抑

制策として，退職者の新規就農などが一部農業サイドから

提案されているが，福祉担当部局からは，むしろ財政負担

の増大を招くのではないかとの見解も出されている．農業と

観光業を市が仲介することについては，意見交換の場を設

定・提供することは可能であるが，最終的には両産業が主

体的に交流を深め，連携を進めていくべきであるとの考え

が示された． 

ゴミ・リサイクル，高齢化・社会福祉いずれの活動におい

ても，市民のネットワークを構築・活用しようという動きが市

の方から出される一方で，当該セクター関係者の方からは，

行政が定めた枠を超えた，独自のネットワークが重要では

ないのかという見解が生まれている．同時に，ゴミ問題にお

ける負担のルールの設定や，医療体制の拡充など，市にも

果たす役割があると主張されている． 

 

4.3. 関係アクターへのフィードバック 
以上の分析結果を踏まえて，2008 年 9 月 12 日に，富良

野市で開催されたシンポジウムで研究活動の報告を行い，

関係者ならびに一般市民に対するフィードバックを行った．

シンポジウムにおいては，インタビュー対象者の問題構造

認識の見取り図を提供し，分析結果に関する議論を行った．

問題構造認識の骨格に関しては，参加者によって認容され

た．その上で，参加者からは以下のような意見が出された． 

市民サイドの見解としては，例えば，限界集落を抱える地

域の住民からは，地域主導の地域作りの重要性が改めて

指摘された．あるいは，旅行企画会社の企画担当者からは，

農業体験型サービスを行う際の問題点として，受け入れ側

となる農家への負担にいかに対応するのかが重要であると
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主張がなされた．この企画担当者はさらに，状況把握や論

点整理の面で本研究の報告を有意義であったとして，行政

サイドには富良野市の運営について明確なヴィジョンを確

立することを求めるとともに，市民が重層的にネットワークを

構築していくことが重要であるとの見解を示した． 

なお，本シンポジウムには富良野市以外の住民も参加し

ており，より広範な意見交流が可能となった．隣接する美瑛

市から参加していた宿泊施設経営者からは，同市における

宿泊施設経営に外部から参入した者は，都会のしがらみを

逃れて農地の景観を楽しもうという傾向が強く，他の産業の

みならず，同業者との連携もなく，経営の工夫もなされてい

ないことが問題であるとされた．このような内向きの姿勢を

打破するために，富良野市と美瑛市が行政の区分を超えて，

富良野市はスキー施設や，テレビドラマ関連の観光サービ

ス，ラベンダーなどを中心に，美瑛市は景観を軸として，そ

れぞれの利点を補う形で，広域連携の可能性を探っていこ

うという提案がなされた． 

同時に，富良野市サイドからは，本報告については，現

在進行中の農業計画の策定に向けて示唆に富む点が多か

ったとの見解が示された．また，高齢化問題・限界集落の問

題は市の方でも認識しているとして，地域の動きを支えるた

めに，国の交付金を申請しているとの説明がなされた．生

産活動については，多種多様なものを生産できる富良野市

の可能性を重視した産業政策を展開しようする方向性が示

される一方で，例えば農業と観光業の連携については，農

業サイドから全ての人間が関わらなければならないのかと

いう疑問が出されているとして，誰がどの活動に参加するの

かという点から話し合う必要があることが主張された．その

他，農家の女性が高齢者の介護につきっきりとなり，人手不

足が加速している現実を踏まえて，農村福祉と高齢者介護

の問題が今後の重要な政策課題として挙げられた． 

 これらの追加的意見は，これまでの問題構造化分析によ

り抽出されたイシューをより深めるものであるとともに，関係

者間で，今後，イシューの取り扱いを検討する契機となりう

るものであると評価できる． 

 

 

5. おわりに－分析結果からの示唆 
 
(1) 連携の可能性と関係者の認識のギャップ 
 本研究は，北海道富良野市を事例として，複数のセクター

を対象に，関係アクターがサステイナビリティに関して抱え

る諸問題の構造に対する認識を包括的に調査し，今後解

決すべき課題や，その合意形成の可能性を検討することを

目的とするものである．検討に際しては，農業，観光業，商

業，ゴミ・リサイクル，社会福祉，メディアに関係する地元関

係者に対して個別インタビューを実施し，各アクターの認識

する問題とその問題構造を把握した．また，明らかとなった

問題構造認識をもとに，今後富良野市が検討すべき課題の

抽出，ならびに関係者間の相互期待分析を行った． 

 分析の結果，今後検討するべき課題として，農業および

観光業の個別活動の強化に加えて，農業－観光業，観光

業－ゴミ・リサイクル分野，観光業－健康福祉事業，教育－

各産業セクター，農業－観光業－商業といった複数のセク

ター間の連携促進が重要であることが示された．また，これ

らを実現する上で，財政収入の強化，「文化」の育成・活用

が重要な課題となることも明らかとなった． 

また，インタビューの結果，富良野市の現状を打破する

ためには，異なるセクター間の相互連携が不可欠であるこ

とは，当事者によって全く認識されていなかったわけでな

いことも判明した．ところが，関係アクター間の相互期待分

析によれば，アクターによって，自分あるいは他者の果た

すべき役割に認識の違いがあることが，こうした連携の促進

を阻害している可能性も明らかとなった．例えば，農業関係

者と観光業関係者とは，ともに農業体験型観光サービスの

提供，地元産品の活用，富良野ブランドの活用などのメリッ

トは認識しているが，双方とも，第三者を含めた他者が，連

携に向けた努力をすべき，という考えを持っている．したが

って，連携実現のためには，コーディネーター機能の育成

や具体的な協議の場の設定が重要であるという点も指摘し

た． 

 

(2) 基本的課題－連携への主導権の欠如とその原因 
以上の調査・分析からも明らかとなったように，本事例で

は，各セクターに属するアクターが，セクター間の連携の重

要性を認識していながら，自らが主導権を持って連携を進

めていないことが，問題解決に踏み出せない基本的課題

の１つであった．これと同様の問題は，他地域においても

往々にして見られるものと考えられる． 

このような事態が発生する理由として，インタビューおよ

びシンポジウムで示された見解をもとに，ここでは，次の 3

つの仮説的な原因を挙げることにする．第一は，連携検討

開始の初期コストが大きいこと，第二は，連携の具体的内容

に対する不確実性が大きいこと，第三は，連携に前向きな

意識を持つ人々はいるが，地元コミュニティの慣習等が彼

らの活動を抑制・阻害していることである．これらの問題を

乗り越えるためには，次のような点について検討することが

必要と思われる． 

第一に，連携検討開始の初期コストには，金銭的なコスト

のみならず，連携対象となりうるアクターの選定などの準備

に必要な時間や，異なるセクターの問題，さらには，そもそ

も何を中心的な問題として位置づけるのかというアクター毎

の「フレーム」のあり方を理解する努力も含まれる．したがっ

て，連携検討を開始するためには，これらのコストを負担す

るための相応の覚悟が必要であるものと思われる．ところが，

自分だけが覚悟を決めて，連携の相手が覚悟を決めない
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場合には，正直者が馬鹿を見る結果となりかねない．これ

は，典型的な社会的ジレンマの状況にあると言える．そして，

富良野市でも，例えば農業セクターと観光業セクターいず

れのアクターも，相互に自己の貢献はすでに十分だと認識

する一方で，相手のセクターに対しては一層の貢献を求め，

連携についても自己ではなく「他者」が果たすべき役割とし

て期待していることが示すように，相互に相手に対する信頼

が十分ではなく，連携に向けたコミットメントがなされない社

会的ジレンマの状況が散見される． 

山岸 19)によれば，社会的ジレンマを克服するためには，

相互協力状態の達成が自分自身の利益になることを理解し，

そのような状態を作り出すために進んで協力する気になる

こと，ならびに，自分が進んで協力行動をとっても他者につ

け込まれたり搾取されたりしないだろう，という他者に対する

信頼が醸成されることが，不可欠であるとされる．特に，信

頼関係については，社会心理学において，「アクター間で

直接の接触やコミュニケーションがあるほど協力行動が増

える」，「他のアクターが協力的であると確信できる場合に

は，協力行動が増える」，「利害関係者が少ないほど協力行

動が増える」などの知見が得られており，これらを活用する

ことが有用だと思われる 20), 21)．したがって，問題を憂慮する

少数の関係者が，自主的かつ非公式な活動からスタートし，

信頼関係を醸成することが，最終的に，セクター間の連携

に寄与するものと思われる． 

第二に，相互の負担の度合いや役割を分担する活動の

範囲といった，連携についての内容が明確に定まらず，不

確実なものであると，関係者が連携に対して消極的になる

可能性がある．これは，富良野の事例において，農業従事

者が，農業-観光業連携について，全ての人が連携に関わ

らなければならないのか，という疑問を持っていることでも

理解できる．将来の連携内容は，誰にとっても不確実であ

るから，その意味では，本質的に問題を取り除くのは難しい．

しかし，他地域での先行事例の学習や，相互の話し合いを

通じて，将来の連携に対するイメージを明確にしていくこと

は有効だと思われる．今回，筆者らが行ったシンポジウムに

おいても，専門家を招いて先進的な事例を紹介してもらっ

たが，このような勉強会を継続的に行うことが，関係者の理

解を深めることにつながるものと思われる． 

第三に，連携活動が地域コミュニティにおける慣習によっ

て阻害されている点については，特に，今回の事例では，

外部から移住してきた新規居住者の位置づけが示唆的で

ある．確かに，シンポジウムにおいて指摘された，美瑛市に

おいて宿泊施設経営に外部から参入した者のように，新規

居住者自身が都会のしがらみを逃れて地方に来たため，同

業者との連携を避けているというケースは珍しくない．同時

に，このような新規居住者は，従来からの居住者の目には

「よそ者」と映り，地域内の活動を決定・運営するネットワー

クから排除されやすいことも，富良野市を含めた北海道の

地方都市には往々にして見られる慣習である．しかし，富

良野の魅力に惹かれて移住した進歩的な市民の中には，

富良野の抱える問題を，内部と外部の両方の観点から冷静

に観察し，連携の必要性を強く感じている者も少なくないと

思われる．連携を開始する上で，こうした新たな住民の活力

を積極的に活用することは，新たな展開を図る上で貴重な

原動力となることが期待できる． 

 
(3) 本研究の貢献と残された課題 

本研究では，現場の関係者および一般市民へ知見をフ

ィードバックすることによって，問題を関係者間で共有化し，

問題解決に向けた話し合いの機会を提供することを行った．

インタビューを通じて得られた多様なアクターの見解を，集

約した形で提示したことは，シンポジウムの参加者が問題を

俯瞰して把握することを可能にし，今後の検討イシューをよ

り具体的に考える一助となった．こうした実践的な取り組み

は，富良野市において，サステイナビリティの内容やそのあ

り方を検討する上で，極めて重要な貢献であると考えられ

る． 

本研究に残された課題としては，第一に，インタビュー対

象者に一定のバイアスが存在する可能性が指摘できる．イ

ンタビュー対象者の選定段階において，なるべく幅広い関

係アクターを選定することを試みたが，その際，富良野市役

所関係者から得た情報を活用したことによって，市の行政

活動と接点があり，職員の目に映る有力なアクターが対象と

なった．これは，市が把握できないような，小規模な，それ

でいて日常生活に密接に関わる活動をしているアクターを

カバーできないことを意味する．また，問題の解決に力点を

置いたため，各セクターにおいて，問題を悪化させるような

アクターではなく，むしろ優等生的な活動を行うアクターが

選定された余地があるため，サステイナビリティの実現を制

約する要因の把握と，その対応策について，より詳細な情

報を得る点では限界が存在した可能性があると思われる． 

第二に，選出した政策セクターにおける重要なアクター

としてインタビュー対象者を扱っているため，「一般市民」の

声の捕捉が難しくなっている．すなわち，農業やレストラン

経営，ゴミ・リサイクル問題への取り組みなどといった特定の

活動との関係で，サステイナビリティの実現に向けた議論を

展開することは可能であるが，その特定の活動から離れた，

日常生活を送る市民としての見解は，直接には取り込めな

い状態にある． 

なお，以上二つの問題点に対しては、シンポジウムを通

じた一般市民からのフィードバックという形で，インタビュー

対象者から得た情報の偏りを一定程度修正する機会を設け

た．しかし，シンポジウムでの一般市民からのフィードバック

と，個別インタビューから得た情報との間では，量的・質的

な差があるのは否めない．従って，より多面的な見解を取り

入れていくためには，どのようにインタビュー対象者を行う
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のかが，方法論上の大きな研究課題と言えよう． 
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付録 関係アクターの問題識構認識造図 

 

 インタビューを行った関係アクターの問題構造認識図は，

付録図-2 から図-17 までである．ここで，付録図-2 は，イン

タビューの前と後で，どのように問題構造認識図が変化した

のかを付録図-3 と対比させるために掲載している． 

付録図-3以降の問題構造認識図は全て，インタビューで

得た情報を反映させたものである．なお，問題構造認識図

の凡例は，付録図-1 に示されるとおりである． 

 
 

付録図-1　問題構造認識図（付録図-2～17）の凡例
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：当該行為主体にとっての最終的な目標、最重要課題
：当該行為主体を取り巻く環境・与件・ある状態
：当該行為主体による行動
：正の変化をもたらす作用
：負の変化をもたらす作用

例）農業において，「寒冷地」であるため「冷害になりやす
い自然環境」にあり，それに適用するために「機械化の進
展」が図られるが，これは「生産コストの増大」を招くことに
なり，「農業収入の増大」を阻害することになる．「農業収入
の増大」が「経営の安定」に繋がる以上，機械化の進展は
「経営の安定」にとってマイナス要因となる．

寒冷地
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い自然環境」にあり，それに適用するために「機械化の進
展」が図られるが，これは「生産コストの増大」を招くことに
なり，「農業収入の増大」を阻害することになる．「農業収入
の増大」が「経営の安定」に繋がる以上，機械化の進展は
「経営の安定」にとってマイナス要因となる．
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付録図-2  富良野市個人農家の問題構造認識図（インタビュー前）
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付録図-3  富良野市個人農家の問題構造認識図（インタビュー後）

過去における農薬・
化学肥料の利用による
土壌汚染・健康問題

農薬・化学肥料の
利用量低下

有機・低農薬農法採用

広大な土地
寒冷地

機械化の進展

ハウス農法の採用

多額の資金の必要性

石油の消費増大

廃ビニルの排出

国内野菜市場の
競争の激化

米市場の自由化

労働力不足

単価増大

自己完結型経営

高付加価値・高品質
商品の開発

温暖化
植生の変化

二酸化炭素の排出増大

出荷量増大

流通網・運送技術
の発展

生産調整

実習生の雇用

冷害になりやすい
自然環境

自然環境への
負荷軽減

経営の安定

米価の落下

畑作経営の拡大

野菜栽培の導入

貯蔵技術の発達

複合的経営の進展

WTO体制

野菜の輸入の増大

独自の顧客の開拓（口コミ）

野菜・畑作
生産量の増大

農業収入増大

遠距離輸送機関
冷蔵装置の利用増大

食の安全への
関心の高まり

地産地消の推進

環境問題への
関心の高まり

地力維持

土壌保全の進展

現在の耕作物の
生産量低下

輪作体系の整備

生産コストの増大

輸送コスト
の増大

売り上げ増大

やりがいのある
農業

顧客の満足

政府買い取り制度

経営規模の拡大

農協への出荷

農協の出荷基準に
合わせる必要性

処理センターに
回収委託

耕畜連携推進

富良野のネームバリュー
（観光・農業全体での）

観光業への協力

農業に対する理解の
広がり（体験型）

組合勘定制度

大口契約締結

農家のネットワーク化
（土を考える会）

土壌回復の
必要性

一定量のB級品の

存在

民宿に安価で売却

トラクターの利用
頻度の低下

澱粉工場への出荷

資源の有効活用

経営の多角的展開

過去における農薬・
化学肥料の利用による
土壌汚染・健康問題

農薬・化学肥料の
利用量低下

有機・低農薬農法採用

広大な土地
寒冷地

機械化の進展

ハウス農法の採用

多額の資金の必要性

石油の消費増大

廃ビニルの排出

国内野菜市場の
競争の激化

米市場の自由化

労働力不足

単価増大

自己完結型経営

高付加価値・高品質
商品の開発

温暖化
植生の変化

二酸化炭素の排出増大

出荷量増大

流通網・運送技術
の発展

生産調整

実習生の雇用

冷害になりやすい
自然環境

自然環境への
負荷軽減

経営の安定

米価の落下

畑作経営の拡大

野菜栽培の導入

貯蔵技術の発達

複合的経営の進展

WTO体制

野菜の輸入の増大

独自の顧客の開拓（口コミ）

野菜・畑作
生産量の増大

農業収入増大

遠距離輸送機関
冷蔵装置の利用増大

食の安全への
関心の高まり

地産地消の推進

環境問題への
関心の高まり

地力維持

土壌保全の進展

現在の耕作物の
生産量低下

輪作体系の整備

生産コストの増大

輸送コスト
の増大

売り上げ増大

やりがいのある
農業

顧客の満足

政府買い取り制度

経営規模の拡大

農協への出荷

農協の出荷基準に
合わせる必要性

処理センターに
回収委託

耕畜連携推進

富良野のネームバリュー
（観光・農業全体での）

観光業への協力

農業に対する理解の
広がり（体験型）

組合勘定制度

大口契約締結

農家のネットワーク化
（土を考える会）

土壌回復の
必要性

一定量のB級品の

存在

民宿に安価で売却

トラクターの利用
頻度の低下

澱粉工場への出荷

資源の有効活用

経営の多角的展開

 



社会技術研究論文集 Vol.6, 124-146, Mar. 2009 

139 

付録図-4  富良野市農業協同組合関係者の問題構造認識図
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付録図-5  富良野市農業委員会関係者の問題構造認識図
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付録図-6  富良野市酪農家の問題構造認識図
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付録図-8  富良野市旅館組合関係者（ホテル経営者）の問題構造認識図

年間を通じた安定した
観光収入の確保

地域住民の生活
・経済（観光業以外）環境

の維持

景観・自然環境の
維持

国内観光客の増大

売り上げの増大

国内スキー人口の減少（冬季）

夏季の交通渋滞
（中心部のみ）

「北の国から」ブームの
下火化

海外へのPR活動

国内向け家族型スキー
サービスの拡充

ホテルのレストラン業・
外食産業の拡充

地元産品の活用

仕入れコストの削減

「北の国」から関連の
既存設備の維持・活用

演劇の振興支援

土産・特産品の開発
・販売促進

通過型・短期滞在型
観光（7・8月）

空路ネットワークとの
良好なコネクション

円安

観光客が出す
ゴミの増大

農業振興

長期滞在用宿泊
施設の拡充

オーストラリア・ニュージーランド
からの観光客の増大

域内観光ポイント間の
距離の広さ

ドライブ奨励型の
観光立地

（シーニックバイウェイ）

公共交通網の
利便性の悪さ

レンタカーサービスの充実

富良野道路の
建設推進

交通・流通の阻害

高齢化社会

観光客の高齢化

バリアフリー化の推進

排ガス増大
石油消費の

増大

寒冷地

プリンスホテル
主導による

「スキーのまち」
の形成
（冬季）

宿泊施設経営者の
高齢化

設備の老朽化
顧客の嗜好の

変化

宿泊施設の
改修・新設

東アジア圏からの
観光客の増大

自然体験型
サービスの拡充

地産地消の動き
富良野ブランドの

定着・浸透

遠隔地からの
輸送の減少

多言語化
対策

設備投資コスト
の増大無計画な土地利用

（ニセコ化の危険性）

農業体験型
サービスの拡充

文化的摩擦の増大

治安の悪化

インターネットの
発達

団体バスの
利用増大

ふれあいの重要性

修学旅行の誘致

農業中心の市政

「北の国から」主導の
観光地化

スキー教育の
衰退（道内）

観光事業予算の少なさ

運営コストの高さ
による高価格化

（北海道特有の条件）

全国規模での競争

JTBの点数による

宿泊施設の序列化

家族旅行型の増加

農地取引への規制

外部大資本のホテル
業界への参入

宿泊施設の
域内価格破壊

他の観光地に対する
競争力の向上

広報活動の展開

高価格化

医療体制の整備要請

景観面からの
農地整備推進

（農業サイドとの協力）

年間を通じた安定した
観光収入の確保

地域住民の生活
・経済（観光業以外）環境

の維持

景観・自然環境の
維持

国内観光客の増大

売り上げの増大

国内スキー人口の減少（冬季）

夏季の交通渋滞
（中心部のみ）

「北の国から」ブームの
下火化

海外へのPR活動

国内向け家族型スキー
サービスの拡充

ホテルのレストラン業・
外食産業の拡充

地元産品の活用

仕入れコストの削減

「北の国」から関連の
既存設備の維持・活用

演劇の振興支援

土産・特産品の開発
・販売促進

通過型・短期滞在型
観光（7・8月）

空路ネットワークとの
良好なコネクション

円安

観光客が出す
ゴミの増大

農業振興

長期滞在用宿泊
施設の拡充

オーストラリア・ニュージーランド
からの観光客の増大

域内観光ポイント間の
距離の広さ

ドライブ奨励型の
観光立地

（シーニックバイウェイ）

公共交通網の
利便性の悪さ

レンタカーサービスの充実

富良野道路の
建設推進

交通・流通の阻害

高齢化社会

観光客の高齢化

バリアフリー化の推進

排ガス増大
石油消費の

増大

寒冷地

プリンスホテル
主導による

「スキーのまち」
の形成
（冬季）

宿泊施設経営者の
高齢化

設備の老朽化
顧客の嗜好の

変化

宿泊施設の
改修・新設

東アジア圏からの
観光客の増大

自然体験型
サービスの拡充

地産地消の動き
富良野ブランドの

定着・浸透

遠隔地からの
輸送の減少

多言語化
対策

設備投資コスト
の増大無計画な土地利用

（ニセコ化の危険性）

農業体験型
サービスの拡充

文化的摩擦の増大

治安の悪化

インターネットの
発達

団体バスの
利用増大

ふれあいの重要性

修学旅行の誘致

農業中心の市政

「北の国から」主導の
観光地化

スキー教育の
衰退（道内）

観光事業予算の少なさ

運営コストの高さ
による高価格化

（北海道特有の条件）

全国規模での競争

JTBの点数による

宿泊施設の序列化

家族旅行型の増加

農地取引への規制

外部大資本のホテル
業界への参入

宿泊施設の
域内価格破壊

他の観光地に対する
競争力の向上

広報活動の展開

高価格化

医療体制の整備要請

景観面からの
農地整備推進

（農業サイドとの協力）

 

付録図-9  富良野市大手ホテル支配人の問題構造認識図
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付録図-10  富良野市商工会議所関係者の問題構造認識図
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付録図-12  富良野市レストラン経営者の問題構造認識図

地域経済の
活性化・振興

地域との一体化 経営の安定

域外（道内・道外ともに）
巨大資本

によるチェーン展開
域内資本の
規模の小ささ

地元外食産業全般の
経営圧迫

域内資本の
価格競争力の低さ

情報の増大
・価値の多様化

観光客向け商品
・サービスの開発・提供

農業との提携推進

地産地消の推進

地元のニーズに合致した
商品・サービスの開発・提供

有名観光地
としての成長

スキーのまち
の形成

「北の国から」
ブーム

観光客の増大
（海外・国内ともに）

近隣諸国の
経済成長

円安傾向

売り上げ増大

観光業との提携

食の安全性への
関心増大

環境問題への
関心増大

流通技術の発展

営業場所の
工夫

祭事を通じた
地域の連帯・文化の振興

顧客のアクセス改善

域外資本と
地元資本の競争

通信技術の革新

「シャッター街」
の形成

都市計画との
連携

域内資本の
労働集約的経営

地元住民向けの
外食産業の衰退

外食産業の不均等な二分化
（「観光客向け」＞「地元住民向け」）

住民の社交場所の喪失

観光客向け外食産業
への投資集中

高価格化

高付加価値化

域内の不況による
消費の引き締め

雑誌の紹介・口コミ・
ネットでの情報の拡大

田舎ならではの
文化の育成

地元外食産業
経営再建の必要性

季節による
客層の変化

幅広い客層の取り込み

観光協会による
紹介活動

観光客の利用増大

地元住民の
利用増大

地元商店街での消費推進
キャンペーンなどの展開

観光客向けの域内
ネットワーク・インフラ整備

地域経済の
活性化・振興

地域との一体化 経営の安定

域外（道内・道外ともに）
巨大資本

によるチェーン展開
域内資本の
規模の小ささ

地元外食産業全般の
経営圧迫

域内資本の
価格競争力の低さ

情報の増大
・価値の多様化

観光客向け商品
・サービスの開発・提供

農業との提携推進

地産地消の推進

地元のニーズに合致した
商品・サービスの開発・提供

有名観光地
としての成長

スキーのまち
の形成

「北の国から」
ブーム

観光客の増大
（海外・国内ともに）

近隣諸国の
経済成長

円安傾向

売り上げ増大

観光業との提携

食の安全性への
関心増大

環境問題への
関心増大

流通技術の発展

営業場所の
工夫

祭事を通じた
地域の連帯・文化の振興

顧客のアクセス改善

域外資本と
地元資本の競争

通信技術の革新

「シャッター街」
の形成

都市計画との
連携

域内資本の
労働集約的経営

地元住民向けの
外食産業の衰退

外食産業の不均等な二分化
（「観光客向け」＞「地元住民向け」）

住民の社交場所の喪失

観光客向け外食産業
への投資集中

高価格化

高付加価値化

域内の不況による
消費の引き締め

雑誌の紹介・口コミ・
ネットでの情報の拡大

田舎ならではの
文化の育成

地元外食産業
経営再建の必要性

季節による
客層の変化

幅広い客層の取り込み

観光協会による
紹介活動

観光客の利用増大

地元住民の
利用増大

地元商店街での消費推進
キャンペーンなどの展開

観光客向けの域内
ネットワーク・インフラ整備

 

付録図-13  富良野市町内会関係者の問題構造認識図

ゴミステーションの
設置促進

空き瓶ポストの活用最終処分場の
許容量の問題

大量生産・大量消費
・大量廃棄型社会システム

資源問題

産業廃棄物の
大量発生

一般廃棄物の
大量発生

家庭ゴミを出す際の
分別の徹底

自然環境への
負荷低減

ゴミの発生抑制
（リデュース）

資源の再生利用
（リサイクル）

資源の再使用
（リユース）

資源の循環利用

フリーマッケート
の活用

処理経路不明な
廃棄物の存在

（農家の廃ビニルなど）

市民向け研修
の活用

家畜糞尿の
処理の不備

ゴミを出す市民の行動・
認識の変化の必要性

環境啓発教育
の活用

一般廃棄物処理施設の
分散型配置

搬送用石油燃料
の消費

電力の大量消費

廃棄物処理における
富良野市一般財源
中心の歳入構造

富良野市の
厳しい財政状況

有価物の売却額の少なさ

手数料収入の
比重の低さ

ゴミが出にくい
製品の必要性

簡易包装への
協力

運営コストの増大

資源を消費しない
製品の需要を増大させる

必要性

輸送量の増大

市民・事業者による再生品の
利用・購入促進マイバッグ運動の推進

食廃油回収の推進

ゴミカレンダーの活用

観光客の多さ

分別の周知徹底の
限界

不法投棄の増大

町内会中心の
ゴミ収集活動

手数料の徴収
（有料ゴミ袋・粗大ゴミ処理料など）

ゴミ袋の利用減少
（初期のみ）

ライフスタイルの
多様化

住民の入れ替わり
（市街地地区）

生活時間の多様化
（市街地区）

地域構成員の
高齢化

若い世代の無関心
（市街地区）

分類の細分化・厳密化に
よる市民の理解の混乱

違反ゴミの増大

観光客の消費の促進
（外食・土産など）

観光業からの税収の
増大

近隣地域からの不満分別の簡素化

夏季限定の
草木の収集

既知同士の長年の活動

冬季の草木の
回収システムの不在

合併処理浄化槽設置
制度の不徹底・コスト高

処理施設での
ゴミゼロ化

食廃油を用いた
バイオディーゼル

燃料の導入

関連施設の
適切な運営管理

ゴミステーションの
設置促進

空き瓶ポストの活用最終処分場の
許容量の問題

大量生産・大量消費
・大量廃棄型社会システム

資源問題

産業廃棄物の
大量発生

一般廃棄物の
大量発生

家庭ゴミを出す際の
分別の徹底

自然環境への
負荷低減

ゴミの発生抑制
（リデュース）

資源の再生利用
（リサイクル）

資源の再使用
（リユース）

資源の循環利用

フリーマッケート
の活用

処理経路不明な
廃棄物の存在

（農家の廃ビニルなど）

市民向け研修
の活用

家畜糞尿の
処理の不備

ゴミを出す市民の行動・
認識の変化の必要性

環境啓発教育
の活用

一般廃棄物処理施設の
分散型配置

搬送用石油燃料
の消費

電力の大量消費

廃棄物処理における
富良野市一般財源
中心の歳入構造

富良野市の
厳しい財政状況

有価物の売却額の少なさ

手数料収入の
比重の低さ

ゴミが出にくい
製品の必要性

簡易包装への
協力

運営コストの増大

資源を消費しない
製品の需要を増大させる

必要性

輸送量の増大

市民・事業者による再生品の
利用・購入促進マイバッグ運動の推進

食廃油回収の推進

ゴミカレンダーの活用

観光客の多さ

分別の周知徹底の
限界

不法投棄の増大

町内会中心の
ゴミ収集活動

手数料の徴収
（有料ゴミ袋・粗大ゴミ処理料など）

ゴミ袋の利用減少
（初期のみ）

ライフスタイルの
多様化

住民の入れ替わり
（市街地地区）

生活時間の多様化
（市街地区）

地域構成員の
高齢化

若い世代の無関心
（市街地区）

分類の細分化・厳密化に
よる市民の理解の混乱

違反ゴミの増大

観光客の消費の促進
（外食・土産など）

観光業からの税収の
増大

近隣地域からの不満分別の簡素化

夏季限定の
草木の収集

既知同士の長年の活動

冬季の草木の
回収システムの不在

合併処理浄化槽設置
制度の不徹底・コスト高

処理施設での
ゴミゼロ化

食廃油を用いた
バイオディーゼル

燃料の導入

関連施設の
適切な運営管理

 



社会技術研究論文集 Vol.6, 124-146, Mar. 2009 

144 
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付録図-16  民間福祉施設のケア・ワーカーの問題構造認識図
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